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かつらぎ町の現状（財政の状況）
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財政調整基金の残高

経常収支比率

将来負担比率

●経常収支比率

義務的な経費を税金などの収入で賄え
ているかを数値にしたもので、数値が低

いほど健全な財政状況といえます。
家計で例えると、１００％を超えた状

況は、給料より生活費しか多く預貯金を

取崩している状況になります。
平成２９年度、３０年度は、１００％

を超える危機的な財政状況でしたが、平
成３１年度からは交付税などの収入の増

加によって数値は改善しつつあります。

●将来負担比率

町の借金や預貯金の残高、将来支払う
可能性がある負担金などから、将来の財

政を圧迫する可能性の度合いを数値にし
たものです。

数値が小さいほど将来の負担が少なく

なります。
借金が必要な事業の抑制による借金残

高の減少、預貯金の増加などによって平
成３１年度から減少傾向にあります。

●財政調整基金の残高

町が自由に使える預貯金の額です。
平成２８年度から減少し続けていまし

たが、交付税の増加などの要因によって
令和２年度から増加（回復）傾向にあり

ます。

令和２年度は、

財政が好転しつつ
あります。

●今後の見通し

人口減少によって税金収入も減少する
ことが見込まれるため、効率的・効果的

な行政運営が必要となります。
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